
 

 

苫小牧市ヤングケアラー支援条例について 

１ 条例制定の必要性 

病気や障がいなどのある親の代わりに家事やきょうだいの世話をしたり、親や祖父母など身近な人の

心理面のサポートや介護などの援助を引き受けたりしている１８歳未満の子どもたちを「ヤング（若い）

ケアラー（世話をする人）」といいます。 

北海道が実施したヤングケアラーの実態調査では、小学高学年の 4.7％、中学２年生の 3.9％、高校２

年生（全日制）の 3.0％がヤングケアラーであり、大学生の 13.2％にケアの経験があることが分かりま

した。そして、そのうちの８割が誰にも相談したことがない状況にあることも明らかになっています。 

その要因として、家族のケア等が家庭内のデリケートな問題であるため「家族で何とかしなければな

らない」と考え他人に相談しなかったり、困っていても当たり前のこととして受け入れ、「ヤングケア

ラー」という自覚がなかったりしていることで適切な支援につながりにくいことが挙げられます。 

このようなヤングケアラーのうち、ケアが日常的であったり、⾧時間に及んでいたりする場合があり、

成⾧期の子どもたちが年齢や成⾧の度合いに見合わない重い責任や負担を担うことで、心身の健やかな

発達や教育に悪影響を及ぼしかねません。全ての子どもたちが、過度な負担を負うことなく、子どもの

権利が確保され、貴重な成⾧期を健全に過ごしていけるよう、市民全体の認知度を高めることで、社会

全体でヤングケアラーとその家族に気づき、見守り、ひとりにしない環境づくりを進めるとともに、必

要な支援体制を構築する必要があります。 

このため、ヤングケアラーの支援に関し基本理念を定め、市、保護者、市民等、関係機関及び学校の

責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、ヤングケアラー及びそ

の家族を支援するための施策を総合的に推進するため、苫小牧市ヤングケアラー支援条例を制定します。 

２ 条例の内容 

条例の骨子 
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苫小牧市ヤングケアラー支援条例（素案） 

 

目 的 

第１条 この条例は、ヤングケアラー及びその家族（以下「ヤングケアラー等」という。）の支援

に関し、基本理念を定め、市の責務並びに保護者、市民等、関係機関及び学校の役割を明らか

にするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、ヤングケアラー等の支援に

関する施策を総合的に推進し、もって児童の権利に関する条約に基づく児童の権利※１が確保さ

れるとともに、ヤングケアラー等に気付き、見守り、及び孤立させない社会の実現に寄与する

ことを目的とする。 
 
※１ 児童の権利に関する条約（第３条「児童の最善の利益」、第６条「生きる権利・育つ権利」、第１２条「意見

表明権」、第１３条「表現の自由」、第２４条「健康・医療への権利」、第２６条「社会保障を受ける権利」、第２

８条「教育を受ける権利」）等 
 

定 義  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

   ヤングケアラー 高齢、障害、疾病その他の理由により援助を必要とする家族その他の身

近な人に対し、無償で介護、看護、日常生活上の世話、家事その他の援助を提供する１８歳

未満の者をいう。 

   保護者 親権を行う者、未成年後見人等ヤングケアラーを現に監護する者をいう。 

   市民等 市内に住所又は居所を有する者、市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人

その他の団体、市内の事務所又は事業所に勤務する者、市内に在学する者及び市内で活動を

行う団体※２をいう。 

   関係機関 介護、障害者及び障害児の支援、医療、教育、児童福祉等に関する業務を行い、

その業務を通じてヤングケアラー等に関わり、又は関わる可能性がある機関をいう。 

   学校 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校、義務教

育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及び高等専門学校をいう。 
 

※２ 自治会、町内会や老人クラブなど住民等により運営されている地域組織及びＮＰＯ団体等 
 
基本理念 

第３条 ヤングケアラー等の支援は、全てのヤングケアラー等の主体性を尊重した上で、健康で

文化的な生活を営むことができるよう行われなければならない。 

２ ヤングケアラー等の支援は、ヤングケアラーが家族その他の身近な人への世話その他の援助

を優先させることによりその後の人生にも影響が残り続けるおそれがあることに鑑み、児童の

最善の利益が尊重され、※３適切な教育の機会が確保され、かつ、心身の健やかな成長及び自立

が図られるよう行われなければならない。 

３ ヤングケアラーの支援は、家族や身近な人との助け合いを尊重し、ヤングケアラー等の意向

を踏まえつつ適切に行われるとともに、孤立することのないよう、市、関係機関及び学校の連

携及び協力の下、その家族の支援と一体的に行われ、かつ、地域全体で支え合うように行われ

なければならない。 
 
※３ 児童の権利に関する条約第３条第１項では「児童に関するすべての措置をとるに当たっては、…児童の最

善の利益が主として考慮される」と規定されており、周囲の者の行動基準として用いられている。条例素案の

基本理念においても、ヤングケアラーへの支援が行われる際の姿勢を示していることから、第１条の確保され

るべき「権利」とは使い分け、「児童の最善の利益が尊重され」とした。 
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市の責務 

第４条 市は、基本理念にのっとり、ヤングケアラー等の支援に関する施策を総合的に策定し※４、

及び実施しなければならない。 

２ 市は、ヤングケアラー等の支援を推進するため、市民等、関係機関及び学校と連携を図らな

ければならない。 

３ 市は、ヤングケアラーに早めに気付くことができるように努めるとともに、ヤングケアラー

に関する情報を集約し、関係機関等との連絡調整を通じて、ヤングケアラーの実態を把握し、

必要に応じて支援を行わなければならない。 
 
※４ 市は、本条例の制定主体として、ヤングケアラー等の支援に関する施策について、北海道ケアラー支援条例

及び北海道ケアラー支援推進計画を踏まえつつ、本市における社会資源等の実情に応じて総合的に策定し、実

施する責務を有する。 
 
保護者の役割 

第５条 保護者は、基本理念にのっとり、ヤングケアラーについての理解を深め、児童の最善の

利益を考慮し※５、当該ヤングケアラーの年齢及び発達段階に応じた養育に努めるものとする。 

２ 保護者は、市、関係機関及び学校に対して、家庭が抱える困難に応じた助言、情報の提供そ

の他の必要な支援を求めることができる。 
 

※５ 児童の権利に関する条約第３条第１項 
 
市民等の役割 

第６条 市民等は、基本理念にのっとり、ヤングケアラーの置かれている状況及びヤングケアラ

ー等の支援の必要性について理解と関心を深めるよう努めるとともに、ヤングケアラー等に配

慮した地域づくりに努めるものとする。 

２ 市民等は、ヤングケアラー等が孤立することのないように十分配慮するとともに、市が実施

するヤングケアラー等の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
 
関係機関の役割 

第７条 関係機関は、基本理念にのっとり、市が実施するヤングケアラー等の支援に関する施策

に積極的に協力するよう努めるものとする。 

２ 関係機関は、業務を通じて日常的にヤングケアラー等に関わる可能性がある立場にあること

を認識し、ヤングケアラーに早めに気付くことができるように努めるとともに、関わりのある

者がヤングケアラーであると認められるときは、その意思を尊重しつつ、健康状態及び生活環

境を確認し、支援の必要性の把握に努めるものとする。 

３ 関係機関は、ヤングケアラーと同居する家族に対して福祉サービス等を提供する場合におい

て、家族への世話その他の援助に係るヤングケアラーの負担等に十分配慮するよう努めるもの

とする。 

４ 関係機関は、支援を必要とするヤングケアラー等に対し、情報の提供、適切な支援を行う他

の関係機関への案内又は取次ぎその他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 
 
学校の役割 

第８条 学校は、前条に規定するもののほか、ヤングケアラーが学校生活等に影響する可能性が

あることを常に認識し、ヤングケアラーに早めに気付くことができるように努めるとともに、

当該ヤングケアラーの教育の機会の確保に係る状況を確認し、支援の必要性の把握に努めるも

のとする。 
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２ 学校は、前条第４項に規定するもののほか、支援を必要とするヤングケアラーからの教育又

は福祉に関する相談に応じるよう努めるものとする。 
 
ヤングケアラーの支援 

第９条 市は、全てのヤングケアラー等が自分らしく、健康で文化的な生活を営むことができる

ようにするため、次に掲げる施策を講じるものとする。 

  ヤングケアラーにいち早く気付き、必要な支援につなげるための指針の策定に関すること。 

  早めの気付き、相談及び支援に係る体制の整備並びにその周知に関すること。 

  ヤングケアラー等の支援を担う人材を育成するために必要な研修の実施及び情報の提供に

関すること。 

  交流の場の提供その他ヤングケアラーが互いに支え合う活動の促進に関すること。 

  前各号に掲げるもののほか、ヤングケアラー等の支援のために必要な事項に関すること。 
 

広報及び啓発 ※６ 

第１０条 市は、ヤングケアラーが置かれている状況についての理解及びヤングケアラー等の支

援に関する知識が深まり、社会全体としてヤングケアラー等の支援が推進されるよう、保護者、

市民等、関係機関及び学校に対し、広報活動、啓発活動その他必要な施策を講じるものとする。 

２ 市は、ヤングケアラーにその自覚がない場合等により、ヤングケアラーの存在が表面化しづ

らい傾向にあることに鑑み、ヤングケアラーに気付くことができるよう、学校、職域、地域そ

の他の様々な場を通じて広報活動その他の普及啓発を行うものとする。 
 
※６ 家族のケアやお手伝いをすること自体は本来素晴らしい行為であるが、過度な負担により学業などに支障

が生じたり、子どもらしい生活が送れなかったりすることが課題となる。一方で、「ヤングケアラー＝悪いこと」

や、家族介護が単に望ましくなく一律に解消されるべき問題であるといった印象を与えないように留意する必

要がある。 
 
人材の確保等 

第１１条 市は、ヤングケアラー等の支援の職務に携わる者の人材の確保に努めるとともに、市、

関係機関及び学校の職員の資質の向上を図るための研修等を行うことにより、人材の育成に努

めるものとする。 
 
実態の把握 

第１２条 市は、ヤングケアラー等に対する有効な支援につなげるため、ヤングケアラーにいち

早く気付き、関係機関と連携して実態の把握に努めるものとする。 
 
体制の整備 

第１３条 市は、ヤングケアラー等、市民等、関係機関及び学校からのヤングケアラーに関する

相談に応じ、必要な支援につなげるための連携体制を整備するよう努めるものとする。 
 
財政上の措置 

第１４条 市は、ヤングケアラー等の支援に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を

講じなければならない。 
 
委 任  

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 


